予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費

	事業名　輸出拡大・定着化推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
農政部　農産物流通課　輸出戦略係　電話番号：058-272-1111（内2896）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　14,800千円（前年度予算額：14,800千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	14,800
	5,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,600

	要求額
	14,800
	5,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,600

	決定額
	14,800
	5,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,600


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

・これまで岐阜県では「観光、食、モノ」を一体的にＰＲする飛騨・美濃じまん海外輸出戦略プロジェクトに取り組んでおり、食については飛騨牛、富有柿といったトップブランドを中心に、香港、シンガポール、タイなどに継続して輸出している。

・また、平成２８年に覚書を締結したタイの流通大手であるセントラルフードリテール社に加え、平成３０年１１月に香港の大手百貨店であるＹＡＴＡと新たに県産農産物のブランド力向上に関する覚書を締結するなど、輸出拡大に向けた取組みを展開している。

・今後、新規輸出品目の獲得やブランド力向上による輸出量の拡大を図るには、セントラルフードリテール社やＹＡＴＡとの覚書を活かした販売拠点の確立、県産鮎の認知度向上のためのＰＲ、岐阜県農林水産物輸出促進協議会を通じた県内関係者との連協強化に取り組む必要がある。

（２）事業内容

①　新規輸出品目の発掘及びブランド力の向上
・タイのセントラルフードリテール社や香港のＹＡＴＡのバイヤーを招聘し、農産物のＰＲによる新規輸出品目の拡大やブランド力の向上を図る。

・セントラルフードリテール社やＹＡＴＡの百貨店等で、岐阜県産品をＰＲするためのフェアを実施する。
　 ②　県産鮎の認知度向上

　　　・令和元年に制度創設した岐阜鮎海外推奨店の更なる拡大のため、商談会等へ食材として提供してＰＲを実施する。
③　岐阜県農林水産物輸出促進協議会への助成

　　　・輸出の一層の拡大を図るため、関係機関との連携による産地招聘や農産物フェア等を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県産農産物の海外販路開拓には、県のリーダーシップが不可欠であり、

　　　県負担は妥当。
（４）類似事業の有無

　　　無

　　　地域別・品目別の取組状況に併せて、３つのステージ※で施策を展開して

　　おり、本事業はステージ３となる。
　　※ステージ１「トップセールス等での認知獲得」、ステージ２「フォロー
　　　アップを通じたルートの確保」、ステージ３「本格輸出に向けた民間への
　　　移行」
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	120
	講師謝金

	旅費
	1,400
	事前調査、マーケティング調査にかかる渡航経費

	需用費
	705
	PR資材等購入費等

	役務費
	150
	電話料金等

	委託料
	10,400
	タイ農産物マーケティング調査、鮎の商談会

	使用料
	25
	携帯電話使用料

	負担金
	2,000
	岐阜県農林水産物輸出促進協議会への助成

	合計
	14,800
	


	　決定額の考え方



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　・創生総合戦略
　　　３（１）④　「ぎふブランド」づくり（情報発信・販路拡大）
　　・ぎふ農業・農村基本計画

　　　２　売れるブランドづくり　（４）県産農畜水産物のグローバル展開

（２）国・他県の状況

国においては、農林水産物・食品の輸出額を1兆円に伸ばすため、国別・品目別輸出戦略を策定し、海外需要の創出や輸出環境の整備を推進する等、国全体で輸出促進への取組が急速化している。

また、福井県実施の都道府県を対象とした「輸出取組状況調査」によると３０地方自治体で、商談会の開催等輸出促進のための各種取組が全国的に実施されている。
（３）後年度の財政負担

　　　県産農産物の輸出対策の重要性は年々増している。「清流の国ぎふ」創生総合戦略の目標年度であるＲ５年度までは県主導で施策を推進する必要がある。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　岐阜県産農産物のトップブランドである飛騨牛、富有柿について、アジア地域等での輸出を促進しブランド価値の向上を図る。

　また、新規輸出品目の可能性調査を実施し、既存輸出品目の輸出量の拡大及び新規品目の拡大を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	富有柿の年間輸出量

（ｔ）
	11
（H20）
	10
（H22）
	47
（H27）
	48.5
（H30）
	30
（R2）
	％
177.0

	飛騨牛の年間輸出量

（kg）
	330
（H20）
	1,071
（H22）
	23,484
（H27）
	59,159
（H30）
	30,000
（R2）
	％
197.2

	鮎の年間輸出量

（kg）
	15
(H25)
	70
(H26)
	420
(H27)
	1,423
(H30)
	10,000
(R2)
	％
14.2


○指標を設定することができない場合の理由

	



（前年度の取組）

	　　タイにおいて、セントラルフードリテール社における鮎クッキングショーを実施　したほか、養殖鮎、鮎加工品の商談会を実施した。
　　また、香港において、高級百貨店YATAとの覚書に基づき、CEO等の岐阜県招聘を実施するとともに、同百貨店における鮎及び枝豆フェアを開催した。


（前年度の成果）

	商談成立、フェアによる県産農産物の認知度向上に伴い、新規取扱い品目の拡大、養殖鮎の取扱量の増加が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	国内市場の縮小が見込まれる中、岐阜県産農産物の輸出促進及びブランド価値向上のため、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	飛騨牛、鮎の輸出量は増えており、事業の成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	岐阜県農林水産物輸出促進協議会との連携により、事業実施の効率化が図れている。


（今後の課題）

	海外市場の現状と将来性が不明であることから、ターゲット国を選定したうえで段階的に商流を確立・拡大していく必要がある。


（次年度の方向性）
	アジア地域での定着を図るとともに、ターゲット国拡大に継続して取り組む。
また、県産アユの国内消費が落ち込むなか、消費拡大を図るためには新たな販路となる海外市場を開拓し続けることが不可欠であることから、継続実施する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


